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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第48期
第３四半期
連結累計期間

第49期
第３四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 21,886 24,519 31,446

経常利益 (百万円) 747 867 1,209

四半期(当期)純利益 (百万円) 263 330 438

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 180 336 370

純資産額 (百万円) 10,753 10,966 10,943

総資産額 (百万円) 20,256 21,558 21,469

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 30.58 38.29 50.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.4 44.6 44.6

　

回次
第48期
第３四半期
連結会計期間

第49期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.91 11.12

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第48期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。　

当第３四半期連結会計期間において、上海日空山陽国際貿易有限公司を新規設立しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後に大きく落ち込んだ後、サプライ

チェーンの復旧に伴い夏場にかけて急速に回復しましたが、欧州債務問題の再燃、円高の進展などの影響

から年末にかけて回復ペースは大きく鈍化しました。設備投資は、毀損した生産設備の復旧が押し上げ要

因となる一方、投資計画の先送りもあって弱めの動きが続いています。ビルメンテナンス業界において

は、施設の維持管理コストの見直し意識が強く厳しい環境が続いておりますが、一方で電力不足による節

電意識の高まりによって省エネや省コストの関心が高まりビジネスチャンスが生まれてきています。

このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最

重要視し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリューション提案、省エネや省コスト提案を通じてお

客様の求める潜在的ニーズの掘り起こしにつとめ、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまい

りました。当第３四半期連結累計期間の売上高は245億19百万円（前年同期比12.0％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益は７億98百万円（前年同期比16.2％増）、経常利益は８億67百万円（前

年同期比16.1％増）、四半期純利益は３億30百万円（前年同期比25.2％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル

工事とを一体化した事業活動を展開しており、報告セグメントを単一としております。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間の総資産は、前連結会計年度末に比べて0.4％増加し、215億58百万円とな

りました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％減少し、124億19百万円となりました。これは主に、たな

卸資産が５億57百万円、現金及び預金が１億50百万円、それぞれ増加し、受取手形・完成工事未収入金

等が９億15百万円減少したことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.8％増加し、91億38百万円となりました。これは主に、建設

仮勘定が４億47百万円増加し、建物が88百万円、投資有価証券が68百万円、それぞれ減少したことなど

によります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間の負債合計は、前連結会計年度末に比べて0.6％増加し、105億92百万円と

なりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.9％増加し、85億82百万円となりました。これは主に、短期

借入金が６億円、その他が３億75百万円、それぞれ増加し、支払手形・工事未払金等が７億12百万円減

少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて8.0％減少し、20億９百万円となりました。これは主に、退職

給付引当金が81百万円増加し、長期借入金が２億22百万円、役員退職慰労引当金が42百万円、それぞれ

減少したことなどによります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間の純資産は、前連結会計年度末に比べて0.2％増加し、109億66百万円とな

りました。自己資本比率は44.6％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに発生した問題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(5) 従業員数

① 連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

② 提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増減はありません。
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(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　
(7) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった日本空調サービス株式会社東京支店新社屋の完了予定年月

が平成24年４月となっておりましたが、建築予定地の地中障害物による基礎工事の遅れにより、完了予定

年月が平成24年９月に変更となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年2月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,946,000 9,946,000

東京証券取引所
  (市場第一部)
名古屋証券取引所
  (市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 9,946,000 9,946,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年12月31日 ― 9,946,000 ― 1,139 ― 362
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 1,326,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,617,50086,175 ―

単元未満株式 普通株式     2,500― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 9,946,000 ― ―

総株主の議決権 ― 86,175 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれ

ております。

２  「単元未満株式」欄には当社所有の自己保有株式65株が含まれております。

３  当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本空調サービス株式会社

名古屋市名東区照が丘
239番２

1,326,000― 1,326,00013.33

計 ― 1,326,000― 1,326,00013.33

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員

（管理本部長 兼 海外事業部長）

取締役
常務執行役員

（経営戦略本部長 兼 海外事業部長）
橋本  東海男 平成23年10月１日

取締役
（技術本部長 兼 品質管理部長）

取締役
（管理・教育本部  品質管理部長）

杉山  文廣 平成23年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,727 3,877

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 7,905

※1
 6,989

たな卸資産 432 990

その他 528 573

貸倒引当金 △12 △11

流動資産合計 12,581 12,419

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,448 2,360

土地 4,387 4,387

建設仮勘定 40 487

その他（純額） 160 158

有形固定資産合計 7,037 7,394

無形固定資産

ソフトウエア 84 74

その他 24 24

無形固定資産合計 108 98

投資その他の資産

投資有価証券 1,203 1,134

その他 574 546

貸倒引当金 △35 △35

投資その他の資産合計 1,741 1,645

固定資産合計 8,887 9,138

資産合計 21,469 21,558
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,201 3,489

短期借入金 572 1,172

1年内返済予定の長期借入金 403 403

未払金 1,492 1,592

未払費用 1,057 868

未払法人税等 193 196

受注損失引当金 2 65

その他 417 793

流動負債合計 8,341 8,582

固定負債

長期借入金 862 639

退職給付引当金 683 765

役員退職慰労引当金 558 516

執行役員退職慰労引当金 57 67

資産除去債務 20 21

その他 1 0

固定負債合計 2,184 2,009

負債合計 10,525 10,592

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,173 1,173

利益剰余金 7,755 7,809

自己株式 △660 △660

株主資本合計 9,408 9,462

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 177 168

為替換算調整勘定 △9 △11

その他の包括利益累計額合計 168 156

少数株主持分 1,366 1,347

純資産合計 10,943 10,966

負債純資産合計 21,469 21,558
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 21,886 24,519

売上原価 18,175 20,484

売上総利益 3,711 4,034

販売費及び一般管理費 3,023 3,235

営業利益 687 798

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 24 27

保険配当金 4 18

受取保険金 23 15

その他 24 24

営業外収益合計 79 88

営業外費用

支払利息 9 11

減価償却費 3 3

その他 6 4

営業外費用合計 19 19

経常利益 747 867

特別利益

貸倒引当金戻入額 5 －

固定資産売却益 99 0

その他 5 －

特別利益合計 109 0

特別損失

固定資産売却損 61 0

固定資産除却損 0 22

投資有価証券評価損 － 52

貸倒引当金繰入額 41 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 15 －

退職給付制度改定損 102 －

特別損失合計 220 74

税金等調整前四半期純利益 635 793

法人税等 310 443

少数株主損益調整前四半期純利益 325 349

少数株主利益 62 19

四半期純利益 263 330
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 325 349

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △134 △10

為替換算調整勘定 △10 △2

その他の包括利益合計 △145 △12

四半期包括利益 180 336

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 126 318

少数株主に係る四半期包括利益 54 18
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

連結の範囲の重要な変更

第３四半期連結会計期間より、新たに設立した上海日空山陽国際貿易有限公司を連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

 
(法人税率の変更等による影響)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度よ

り法人税率が変更されることとなりました。

これに伴い、当第３四半期連結会計期間の繰延税金資産及び繰延税金負債は、一時差異等の解消が見込まれる

連結会計年度に対応した改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算しております。

この結果、繰延税金資産の純額が59百万円減少し、その他有価証券評価差額金が13百万円、法人税等が72百万円

それぞれ増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 ― 34百万円

　

　　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

記載すべき重要な事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 186百万円 193百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年６月24日
 定時株主総会

普通株式 155 18.00平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

 平成22年10月29日
 取締役会

普通株式 120 14.00平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成23年６月24日
 定時株主総会

普通株式 155 18.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

 平成23年10月28日
 取締役会

普通株式 120 14.00平成23年９月30日 平成23年11月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)及び

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)　

　　当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル

工事とを一体化した事業活動を展開しており、報告セグメントを単一としているため、記載を省略　　　

　しております。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

    １株当たり四半期純利益金額 30円58銭 38円29銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 263 330

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 263 330

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,620,059 8,619,950

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第49期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年10月28日開催の取

締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

　 ① 配当金の総額 120百万円

　 ② １株当たりの金額 14円00銭

　 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月13日

日本空調サービス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮本　正司    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    湯本　秀之    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
空調サービス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平
成23年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社の
平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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